
平成30年11月30日現在の法令に基づき、不動産にかかわる確定申告の基本的な仕組みを説明しています。個別の事例によっては、所定の要件を欠く場合がありますので、申告にあたっては、
税務署あるいは税理士などにご確認ください。


